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資料１６ 
 

情報公開･個人情報保護審議会 諮問・報告事項 
 
 

件

名 
消費者講座事業における講座開催の委託について 

 
 
内容は別紙のとおり 

 
 
条例の根拠 

【諮問】 

◇第17条第１項第4号（電子計算機の外部結合） 

【事前報告】 
◇第14条第1項（電子計算機による個人情報の処理委託等、個人情報の収集を伴う委託等） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（  担当部課：  地域文化部産業振興課  ） 
担当係 消費生活センター  担当者 五十嵐  内線（＊０６０） 
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事業の概要 

事業名 消費者講座 

担当課 産業振興課 

目 的 消費者教育の一環として学習の場を提供し、消費者の権利を自覚した「かしこい消

費者」を育成するために実施する。 

対象者 区内在住・在勤者 

事業内容  消費者の学習の機会や場を確保し、消費生活に関する知識の普及を図るため、消

費者講座を開催する。 

１．一般講座         年２回 

２．料理教室         年２回 

３．出前講座（外部専門家による） 年４回 

４．出前講座（消費生活相談員） 年１０回 

５．生涯学習財団委託講座    年１０回 

６．消費者団体連絡会委託講座   年８回 

 

平成２０年度より年１８回二事業者に消費者講座の開催を委託し開催規模を拡

大する。 
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別紙（電子計算機の外部結合関係） 

◆１．外部との結合（第17 条第1 項第4 号関係）・・・諮問事項 

◇２．法令等に基づく外部との結合（第17 条第1 項第2 号関係）・・・事後報告 

◇３．緊急の場合の外部との結合（第17 条第1 項第3 号関係）・・・事後報告 

件名  消費者講座事業委託の参加者募集のための外部結合について 

 

保有課（担当課） 産業振興課 

登録業務の名称 委託消費者講座の(財)新宿区生涯学習財団ＨＰからの参加申込み 

結合される情報項目（だ

れの、どのような項目

か） 

［対象者の範囲］区内在住・在勤者で講座参加希望者 

［項目］区内在住者：①氏名（ふりがな） ②住所 ③郵便番号 ④電話

番号 ⑤ＦＡＸ番号 ⑥性別 ⑦年齢 ⑧メールアドレス ⑨メールマ

ガジン配信希望  

区内在勤者：①～⑨のほか ⑩勤務先 ⑪勤務先電話番号 ⑫勤務先郵便

番号 ⑬勤務先所在地 

結合の相手方 
委託事業者である(財)新宿区生涯学習財団と、講座を財団ＨＰから申込み

を行う参加希望者 

結合する理由 

現在(財)新宿区生涯学習財団では講座申込みにＨＰを利用しており、その

システムを活用できる。往復はがき等より費用もかからず、普段インター

ネットを利用している層には利便性が高いため。 

結合の形態 インターネットサーバーによるオンライン結合 

結合の開始時期と期間 審議会承認後から平成２１年３月３１日まで 以降継続 

情報保護対策 

 個人情報の利用目的を明示し、業務担当者を限定し、また、メールの送

受信は暗号化して行う。更に、個人情報保有データの保管については、暗

号化されたファイルで保存する。 

 また、(財)新宿区生涯学習財団においては「財団法人新宿区生涯学習財

団個人情報保護規程」により対策を行っている。 
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別紙（業務委託） 

◆１．電子計算機による個人情報の処理委託等（第14 条第１項）・・・事前報告 

◆２．個人情報の収集を伴う委託等（第14 条第１項）・・・事前報告 

 

 件名  消費者講座事業における講座開催の委託について 

 

保有課(担当課) 産業振興課 

登録業務の名称 消費者講座の開催 

委託先 

１．財団法人新宿区生涯学習財団  新宿区大久保３－１－２ 

２．新宿区消費者団体連絡会 

   新宿区高田馬場４－１０－２ 新宿消費生活センター内 

委託に伴い事業者に処

理させる情報項目（だれ

の、どのような項目か）

［対象］区内在住又は在勤者で講座参加希望者 

［項目］Ⅰ．往復はがき又はＦＡＸ、電話での申込：①住所 ②郵便番号

③氏名（ふりがな） ④電話番号 ⑤ＦＡＸ番号 

講座により：⑥性別 ⑦年齢 

Ⅱ．財団ＨＰから申込（区内在住者）：①～⑦のほか ⑧メール

アドレス ⑨メールマガジン配信の希望 

（区内在勤者）：①～⑨のほか ⑩勤務先名称 ⑪電話番号

⑫郵便番号 ⑬所在地 

委託理由 

１．講座開催を委託することで、開催規模が拡大し消費者の学習機会が増

加する。 

２．生涯学習財団は様々な講座開催の実績があり、そのノウハウを活用す

ることで講座内容の充実が図れる。また、消費者団体連絡会は自主講

座開催実績もあり、消費者団体の活性化や活動の質的向上に資するこ

とができる。 

委託の内容 

消費者講座の開催 

 ①消費者講座の開催計画、テーマ設定 

 ②講師派遣依頼 

 ③講座の周知、参加者募集※ 

 ④講座準備、開催 

 ⑤受講者へのアンケート調査 

⑥講座終了後、実績報告書の提出 

※財団ＨＰからの参加者募集は財団のシステムにより行う。 

委託の開始時期及び期

限 
審議会承認後から平成２１年３月３１日まで 以降継続 

委託にあたり区が行う

情報保護対策 

１ 契約にあたり、別紙「特記事項」を付す。 

２ 業務終了後、受講者名簿、参加申込の往復はがき等は区に返却させる。

受託事業者に行わせる

情報保護対策 

１ 取扱責任者及び取扱うものをあらかじめ指定する 

２ 提供された情報は施錠できる金庫に保管する。 

３ メールの送受信及び個人情報保有データの保管は暗号化して行う。 
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特 記 事 項 

 
（基本的事項） 

１ 乙は、個人情報の保護及び情報セキュリティの重要性について十分な認識を持ち、この契約によ

る業務（以下「業務」という。）を行うに当たっては、必要な措置を講じなければならない。 

（秘密の保持） 

２ 乙は、業務に関して知り得た情報を一切第三者に漏らしてはならない。この契約が終了した後に

おいても同様とする。 

（目的外利用及び第三者への提供等の禁止） 

３ 乙は、業務に関して知り得た情報を、この契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供し、若し

くは使用させてはならない。ただし、個人情報を除いた情報については、甲の承諾があるときはこ

の限りではない。 

（適正な管理） 

４ 乙は、業務に関する情報について、施錠できる保管庫に保管する等善良な管理者の注意をもって

保管及び管理にあたらなければならない。 

（複写等の禁止） 

５ 乙は、業務を行うため甲から貸与された情報を複写し、又は複製してはならない。ただし、個人

情報を除いた情報については、甲の承諾があるときはこの限りではない。 

（再委託の禁止） 

６ 乙は、業務を一切第三者に委託してはならない。ただし、個人情報を除いた情報に係る業務につ

いては、甲の承諾があるときはこの限りではない。 

（資料等の返還等） 

７ 乙は、業務を行うために甲から提供され、又は乙が収集し、若しくは作成した情報が記録された

資料等を、この契約の終了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示

したときは、その指示によるものとする。 

（業務に関する報告） 

８ 乙は、甲の求めがあった場合は、業務に関する報告を行うものとする。 

（監査） 

９ 乙は、甲の立入調査等による監査を受けるものとする。 

（従業員に対する教育） 

10 乙は、乙の従業員に対する個人情報の適正な管理及び情報セキュリティに関する教育を実施しな

ければならない。 

（事故発生時等における報告） 

11 乙は、業務上の事故が発生し、若しくは発生するおそれがあるとき又は前各項に掲げる事項に違

反したときは、速やかに甲に対して通知するとともに、その状況について書面をもって報告し、甲

の指示に従うものとする。 

（公表） 

12 甲は、乙が前各項に掲げる事項に違反し、又は怠ったときは、その事実を公表することができる。 

（損害の賠償） 

13 乙は、第１項から第１１項までに掲げる事項に違反し、又は怠ったことにより甲又は第三者に損害を与

えたときは、その損害を賠償するものとする。 



 

6 

 付 属 資 料  

 
財団法人新宿区生涯学習財団個人情報保護規程 

平成１２年４月１日   

規 程 第 １ １ 号   

（目的） 

第１条 この規程は、財団法人新宿区生涯学習財団（以下「財団」という。）が個人情報の収集､保管及び利用す

る場合の基本原則を明確にし､個人情報の管理の適正を規するとともに､自己に関する個人情報（以下「自己情

報」という。）の開示､訂正等を求める権利を保障することにより、区民の基本的人権を擁護することを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 個人情報 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人が

識別され､又は識別されうるもので､文書､図画、写真、フイルム､辞気ディスクその他これに類する一切の媒

体に記録されるもの又は記録されたものとする。 

⑵ 電子計算組織 与えられた一連の処理手順に従い、事務を自動的に処理する電子計算機器の組織をいう。 

（財団の責務） 

第３条 財団は、個人情報を収集し、保管し､又は利用するに当たっては、区民の基本的人権を尊重するとともに､

個人情報の保護を図るために必要な措置を講じなければならない。 

２ 個人情報を収集し、保管し､又は利用する財団の役員及び職員は、業務上知り得た個人情報に係る秘密を他に

漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（適正収集の原則） 

第４条 財団は、個人情報を収集するときは、事業目的達成に必要な最小限の範囲内で、適法かつ公正な手段に

よって収集しなければならない。 

 （収集禁止事項） 

第５条 財団は、法令に定めがあるとき、その他正当な事業の執行に関連し、その事業の範囲内で行われるとき

を除き、次の各号に掲げる事項に関する個人情報を収集してはならない。 

⑴ 思想､心情及び宗教に関する事項 

⑵ 社会的差別の原因となる事実に関する事項 

⑶ 犯罪に関する事項 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、財団が区民の個人的秘密が侵害される恐れがあると認めた事項 

 （収集の制限） 

第６条 財団は、個人情報を収集するときは、収集の目的及び根拠を明らかにして、当該個人（以下「本人」と

いう。）から直接これを収集しなければならない。 

２ 前項の規定に係わらず、財団は、次の各号に掲げる場合においては、個人情報を本人以外のものから収集す

ることができる。 

⑴ 本人の同意があるとき。 

⑵ 法令に定めがあるとき。 

⑶ 区民の生命又は財産に対する危険を避けるため、緊急かつやむを得ないとき。 

⑷ 当該個人情報が、出版、報道等により公にされているとき。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、財団が特に必要があると認めたとき。 

３ 財団は、前項第３号又は第５号の規定により個人情報を収集したときは、速やかにその事実を本人に通知し

なければならない。 

４ 財団は、本人又はその代理人による法令等に基づく申請行為が行われた場合は､第１項の規定による収集がな

されたものとみなす。 

 （適正管理の原則） 

第７条 財団は、個人情報の適正管理を行うため、次の各号に掲げる事項について、必要な措置を講じなければ

ならない。 
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⑴ 個人情報は、正確かつ最新なものとすること。 

⑵ 個人情報の紛失、破損、改ざんその他の事故を防止すること。 

⑶ 個人情報の漏えいを防止すること。 

２ 財団は、管理の必要がなくなった個人情報は、速やかに廃棄し､又は消去しなければならない。 

（個人情報保護管理者の設置） 

第８条 財団は、個人情報の適正な管理及び安全保護を図るため、管理課長及び学芸課長を個人情報保護管理者

とする。 

第９条 財団は、個人情報に係る業務の目的の範囲を超えて当該個人情報の利用（以下「目的外利用」という。）

をするときは、本人の同意を得なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、財団は、次の各号に掲げる場合においては、本人の同意を得ないで、目的外

利用をすることができる。 

⑴ 法令に定めがあるとき。 

⑵ 区民の生命又は財産に対する危険を避けるため、緊急かつやむを得ないとき。 

⑶ 区民の福祉の向上を図るため､法令等の定めに基づき適正に業務を執行するとき。 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、財団が特に必要があると認めたとき。 

３ 財団は、前頃の規定により目的外利用をしたときは、財団が規則で定める事項を記録し､区民の閲覧に供さな

ければならない。 

４ 財団は、第２頃第２号の規定により目的外利用をしたときは、速やかにその事実を本人に通知しなければな

らない。 

 （外部提供の制限） 

第１０条 財団は、管理している個人情報を財団以外のものに提供（以下「外部提供」という。）をするときは、

本人の同意を得なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、財団は、次の各号に掲げる場合においては、本人の同意を得ないで、外部提

供をすることができる。 

⑴ 法令に定めがあるとき。 

⑵ 区民の生命又は財産に対する危険を避けるため、緊急かつやむを得ないとき。 

⑶ 前各号に掲げるもののほか、財団が特に必要があると認めたとき。 

３ 財団は、前頃の規定により外部提供をしたときは、財団が規則で定める事項を記録し､区民の閲覧に供さなけ

ればならない。 

４ 財団は、第２頃第２号の規定により外部提供をしたときは、速やかにその事実を本人に通知しなければなら

ない。 

（電子計算組織による処理） 

第１１条 財団は、第５条各号に掲げる事項に関する個人情報を、電子計算組織に記録してはならない。 

（電子計算組織の結合の禁止） 

第１２条 財団は、個人情報を処理するため、財団以外の電子計算組織との通信回線による結合を行ってはなら

ない。 

（開示の請求） 

第１３条  何人も、財団に対し、財団が管理している自己情報の開示を請求することができる。 

２ 財団は、次の各号のいずれかに該当する自己情報については、開示の請求に応じないことができる。 

⑴ 法令に定めがあるもの。 

⑵ 個人の評価、診断､判定､指導､相談､推薦､選考等に関するものであって、本人に知らせないことが明らか

に正当であると認められるもの。 

⑶ 調査､交渉､照会、争訟等に関するものであって、開示することにより、公正かつ適正な事業執行の妨げに

なると認められるもの。 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、財団が公益上必要があると認めたもの。 

３ 財団は､請求に係る自己情報のうち、前項の規定により開示の請求に応じることができない部分がある場合

において、その部分を容易に、かつ、自己情報の開示の請求の趣旨を損なわない程度に分離できるときは､

その部分を除いて開示の請求に応じなければならない。 

４ 財団は､第２項の規定により開示の請求に応じることができない自己情報であっても、期間の経過により

同項各号のいずれにも該当しなくなったときは、開示の請求に応じなければならない。 
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（訂正の請求） 

第１４条 何人も､自己情報について事実の記載に誤りがあるときは、財団に対し、当該自己情報の訂正を請求す

ることができる。 

（削除の請求） 

第１５条 何人も､第４条、第５条又は第６条第１項若しくは第２項の規定に反し、自己情報が収集されたときは、

財団に対し、当該自己情報の削除を請求することができる。 

（利用中止の請求） 

第１６条 何人も､第９条第１項若しくは第２項又は第１０条第１項若しくは第２項の規定に反し、自己情報が目

的外利用され、又は外部提供されているときは、財団に対し、当該目的外利用又は外部提供の中止（以下「利

用中止」という。）を請求することができる。 

（請求の方法） 

第１７条 第１３条第１項の規定による開示の請求､第１４条の規定による訂正の請求、第１５条の規定による削

除の請求又は前条の規定による利用中止の請求をとする者は、財団に対し、本人であることを明らかにして、

次の各号に掲げる事項を記載した請求書を提出しなければならない。 

⑴ 氏名及び住所 

⑵ 自己情報を特定するための事項 

⑶ 請求の趣旨 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、財団が規則で定める事項 

（請求に対する決定等） 

第１８条 財団は、前条の規定による請求があったときは、当該請求を受理した日から起算して、開示の請求に

あっては１４日以内に､訂正､削除及び利用中止の請求にあっては２０日以内に､当該請求に対する可否を決定

し、その旨を速やかに当該請求者に通知しなければならない。 

２ 前項の場合において、当該請求に応じないことと決定したとき（当該請求の一部について応じないことと決

定したときを含む。）は、その理由（その理由がなくなる期日が明示できるときは、その理由及び期日）を併

せて通知しなければならない。 

３ 財団は、やむを得ない理由により、第１項の期間内に決定することができないときは、同項の規定にかかわ

らず、その期間をさらに３０日間を限度として延長することができる。この場合において、財団は、当該延期

の理由及び決定できる期間を速やかに当該請求者に通知しなければならない。 

（決定後の手続） 

第１９条 財団は、前条自己情報の開示、訂正､削除及び利用中止の請求に応じることと決定したときは、速やか

に当該請求に応じなければならない。 

２ 自己情報の開示は、当該自己情報の閲覧又は写しの交付によって行うものとする。 

３ 第１項の規定により訂正､削除及び利用中止の請求に応じたときは、財団は、その旨を当該自己情報の外部提

供を受けているものに対し、通知しなければならない。 

（費用の負担） 

第２０条 この規程の規定による自己情報の開示、訂正､削除及び利用中止に係る費用は､無料とする。ただし、

自己情報の写しの作成及び送付に要する費用については、当該写しの交付を受けるものに対し、その実費相当

額の負担を求めることができる。 

（受託者に対する措置） 

第２１条 財団は､個人情報に係る業務の処理を外部に委託しようとするときは､その委託契約において個人情報

の保護について必要な措置を講じなければならない。 

（受託者に対する措置） 

第２２条 他の法令の規定により、財団に対して自己情報の開示、訂正､削除及び利用中止その他これらに類する

請求ができる場合は､それぞれの定めるところによる。 
（委任） 

第２３条 この規程の施行に関し､必要な事項は、理事長が定める。 

附 則 

１ この規程は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際、新宿区スポーツ振興財団が既に行った当該個人情報の収集､保管及び利用については、

この規程の規定により行った収集､保管及び利用とみなす。 
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附 則 

 この規程は、平成１４年４月１日から施行する。 
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財団法人新宿区生涯学習財団個人情報保護規程施行規則 
平成１２年４月１日 
規 則 第 ２ 号 

 （目的） 
第１条 この規則は、財団法人新宿区生涯学習財団個人情報保護規程（平成１２年財団法人新宿区生涯学習財団

個人情報保護規程第１１号。以下「規程」という。）の施行について、必要な事項を定めることを目的とする。 
（用語の定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、次の各号に定めるものを除くほか、規程で定める用語の

例による。 

⑴ 課 財団法人新宿区生涯学習財団組織規程（平成１２年財団法人新宿区生涯学習財団規程第１号。以下「組

織規程」という。）第２条に規定する課をいう。 
⑵ 課長 前号に規定する課の長をいう。 
（個人情報保護管理責任者） 

第３条 規程第８条に規定する個人情報保護管理責任者は、課長をもって充てる。 
２ 個人情報保護管理責任者を補佐するため、課に個人情報保護管理事務取扱者を置く。 
３ 個人情報保護管理事務取扱者は、所属職員の中から課長が指名する。 
（目的外利用の記録等） 

第４条 規程第９条第３項に規定する財団法人新宿区生涯学習財団（以下「財団」という。）が規則で定め

る事項とは、次の各号に掲げる事項とする。 
⑴ 保有課の名称 
⑵ 業務の名称 
⑶ 目的外利用をした理由 
⑷ 目的外利用をした個人情報記録の項目 
⑸ 目的外利用の根拠 
⑹ 目的外利用を開始した年月日 
⑺ 目的外利用の期限 
⑻ 個人情報を使用する課の名称 
⑼ 前各号に掲げるもののほか、理事長が必要があると認める事項 

２ 規程第９条第３項に規定する記録は、目的外利用記録票（第１号様式）に記載することにより行うもの

とする。 
（外部提供の記録等） 

第５条 規程第１０条第３項に規定する財団が定める事項とは、次の各号に掲げる事項とする。 
⑴ 保有課の名称 
⑵ 業務の名称 
⑶ 外部提供をした理由 
⑷ 外部提供をした個人情報記録の項目 
⑸ 外部提供の根拠 
⑹ 外部提供を開始した年月日 
⑺ 提供先 
⑻ 前各号に掲げるもののほか、理事長が必要があると認める事項 

２ 規程第１０条第３項に規定する記録は、外部提供記録票（第２号様式）に記載することにより行うもの

とする。 
（開示の請求書等） 

第６条 規程第1７条に規定する請求書の提出は、自己情報（開示・訂正・削除・利用中止）請求書（第３

号様式）により行うものとする。 
２ 前項に規定する請求書を提出しようとする者は（以下「請求書」という。）に対する証印のあるもの又は

写真を特殊加工してあるものの提示を求めて行うものとする。ただし、財団が,郵送その他適当と認めた

方法により請求者に対し文書により照会し,その回答書を請求者が自ら持参したときには、この限りでは

ない.。 
３ 規程第１７条第４号に規定する、財団が規則で定める事項とは、請求の区分とする。 
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（可否決定通知書等） 
第７条 規程第１８条第１項の規定による決定の通知は、自己情報開示等可否決定通知書（第５号様式）に

より行うものとする。 
(開示の方法等) 

第８条 自己情報の開示は、当該自己情報を管理している課が行うものとする。 
２ 自己情報が記録されている磁気テープ、磁気ディスクその他これに類するものの開示は、通常の事務処

理の方法で出力されたものにより行うものとする。 
３ 規程第１８条第１項の規定により開示の決定を受けた者が自己情報の閲覧を行うときは、理事長が指定

する期日及び場所において、職員の立会いのもとに行わなければならない。 
４ 前項の場合において、自己情報の閲覧をしようとする者は、当該自己情報の記録を丁寧に取り扱い、汚

損、破損又は抜取りをしてはならない。 
５ 理事長は、自己情報の記録が汚損又は破損のおそれがあると認めるときは、当該自己情報の記録の写し

を閲覧させることができる。 
６ 理事長は、第４項の規定に違反したもの又は違反するおそれがあると認められる者に対しては,自己情

報の閲覧を中止させ,又は禁止することができる。 
（自己情報の写しの交付部数） 

第９条 自己情報の写しの交付は、一件の請求につき一部とする。 
（個人情報（訂正・削除・利用中止）通知書） 

第10条 規程第１９条第３項の規定による自己情報の訂正、削除、利用中止の通知は、個人情報（訂正・

削除・利用中止）通知書（第６号様式）により行うものとする。 
（費用の前納） 

第11条 規程第２０条ただし書きの規定による費用は、請求者から前納させるものとする。 
（補則） 

第12条 この規則の施行について必要な事項は、理事長が定める。 
附 則 

この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 
  
 


